
出資法人等経営状況報告書

1 作成年月日及び担当部署

産業観光交流部 産業政策課令和 3年 8月 24日

※以下は苓和 3年 3月・31 日岬.海 の内ハ です A

2 法人等の概要

3 役員数

4 職員数

(単位 :人 )

(単位 :人 )

1

公益財団法人 新潟県雇用環境整備財団

理事長 高橋 信雄

常
′
勤   ■ 非常勤 ■ プPパー  □ 市兼務  ■ その他

新潟県上越市本町 3丁 目4番 1号 センバンビル 3F

平成 4年 2月 24日

527,350千円 31.8%

地域の雇用環境の整備改善や、若者等の地元就職の促進等に関する事業を行う
.こ とによ,、 魅力ある地域社会を構築して、地域の発展を担う人材の確保、育成

及び定住の促進に寄与する。

但)UoIタ ーン希望者の地元就職促進に関する事業

(21 新規学校卒業者等の地元就職、定着促進に関する事業
・

131 事業主の雇用環境や受入体制改善に関する事業

14)こ の法人の目的に関する国や県または市からの受託事業

15)その他この法人の目的の達成に関する事業

01 6 7 7 0

0 2 2 2 0 0

8 9 9 0 0l



5 事業実績 (概要)

令和 2年度も、前年度に引き続き、国から「地域若者サポー トステーション事業」を受話し、

若年無業者の職業的自立支援を行いました。

また、自主事業である「わかもの等定住イ足進サポー ト事業」を実施し、上越地域にU・ I夕 ‐

ンを希望する人への情報発信、地元定着を促進する新規学卒就職者のセミナー開催や、障害者の

就職支援を行いました。新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、各種セミナー等への参加企業

数及び参力日者数が減少となりました。就職相談・カウンセリングにおいては、来所者数の減少は

ありますが、電話やメールによる相談件数が増加してぃる状況です。

令和 2年度の経常収益は、前年度と比較して 3,640千円増の29,235千 円となり、当期正味財産

増減額は 256千円となりました。

【直近 3か年の事業実績】

1 自主事業実績 (主なもの)

2 上越地域若者サポートステーシヨン事業実績

＼

984件 663イ牛
U・ Iターン希望者への

地域情報誌の送付
1,282件

2回開催

参加企業数 200社

参加者数 706人

1回開催

参加企業数 102社

参加者数 650人

2回開催

参加企業数 144社

参力日者数 174人

就職ガイダンス

障害者の就職支援

(就職面接会)

2回開催 .

参加企業数 54社

参加者数 147人

就職者数 35人

2回開催

参加企業数 52社

参加者数 158人

就職者数 21人

2回開催

参加企業数 36社

参加者数 106人

就職若数 15人

来所者数 1,363人

進路決定者数 36人

来所者数 と,072人

進路決定者数 44人

来所者数 1,028人

進路決定者数 62人
就職相談・カウンヤリング
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項 ―自

平成 30年度
――

■―
―

―
平成40年 4月 1回

―

1平成 01年■月 31日― 至

令和元年度 i
白 平成 31年 4月 1日

至 令和 2年 3月 31日

・■ 令和 2年度

1自 1令和 2年 4月 1日

至 令和 3年 3月 31日

正
味 |

財 |―

―

イ
産
増

―

減 |
1言十1
算 |

1書■

一般正味財産増減の部

26,095 25,595 29,235

1,638 1,638 1,638

7 695 7,077 6 ∩
υ

７
ｆ

0 0 0

16,701 16,723 20,671

0 0 0

60 157 129

25,371 26,513 28,979

23,829 24,898 27,449

1
つ
る

刀
仕

Ｆ
υ 1,615 1,530

1,785 △ 918 256

0 0 0

0 0 0

0 0 0

1 786 △ 918 256

0 0 0

1,786 △ 918 256

537,770 539,556 538,638

539,556 538,638 538,894

指定正味財産増減の部

0 0 0

0 0 0

0 0 0

正味財産期末残高| 539,556 538,638 538,894

項 1日 令和 2年 3月 31日 現在 令和 3年 3月 31庫 現在

貸
借
対
照
表

資 産 540,885 540,176 540,939

負 債 1,329 1,538 2,044

正味財産 539,556 538,638 538,894

0 0 0

539,556 538,638 538,894

6 財務状況 (税抜 )

(単位 :千円)

※ 金額については、千円未満を四捨五入して表示 してお り、端数処理の関係上、決算書及び計算結

果と一致 しない場合があります。
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1,387 1,510①
若者自立就労支援業務

委託
1,266

②

③

④

⑤

1,266 1,387 1,510計

7 市からの財政支出等

任}委託額 (税込) (単位 :千円)

121 財政援助額 (税込) (単位 :千円)

8 今後の経営計画等

.(1 )次期事業計画

な し

″

4

0
一〇

① 補助金 (助成金) 0

0 0 0② 貸付金

0 0③ 損失補償 0

0 0 0④ 債務保証

0 0⑤ その他 ( ) 0

0 0 0計

別紙事業実施計画及び収支予算書のとおり

1 自主事業                            、
。U・ Iターン希望者の地元就職促進事業 (大学等進学者への地域情報の提供)

。新規学校卒業者等の地元就職、定着促進事業 (未内定者等の就職面接会、新規学校卒業就職

:・ 者の就職後のフォロー、職業講習事業)      ・    ●

。その他の事業 (障害者向け面接会、関係機関連携会議の開催等)

2.上越地域若者サポー トステーション事業 (相談支援事業(就労後の定着支援等)

…国からの受託事業

3 若年自立就労支援業務事業 (若者支援機関等によるネットワークの構築及び維持、臨床心理

士等によるカウンセリング、各種セミナー等)

…上越市からの受託事業

(21中長期経営計画



9 令和 3年度 経営状況の分析・評価

何)第三セクター等の経営状況の分析 B評価のフローチヤー ト

※「第ニセクター等に対する関与方針」から抜粋

↓いいえ

↓いいえ

↓ヤヽいえ

1まい

第ニセクタ‐等評価

委員会に見解を求め

る

イまい

は い

債務超過に陥っている、又は、資本金の 50%を超え

る累積欠損金がある、若しくはそのおそれがあるか

3期連続の赤字であるか

法人の経営の持続可能性に懸念のある事項はあるか

現状では、当該法人の経営状況に問題 (課題)な し

経営状況に問題 (課題)な し 引き続き経営努力を行 う

法人の経営の持続可能性に懸金がある

当期純利益が3期連続の単年度赤字である

債務超過に陥つている、又は、
資本金の 50%を超える累積欠損金がある

経営健全化の可能性について、第ニセクタ
ー等評価委員会に見解を求める

A

【特記事項】

Bか らD評価の法人は12)ヘ

非営利法人においては、累積欠損金という概念がないため、初期の正味財産に対する減

少分を累積欠損金と読み替える。
「3期連続の赤字」の判断においては、「当期一般正味財産増減高」と「当期指定正味

財産増減高」の合計がマイナスとなる場合は、赤字と読み替える。
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□ 課題あり

□ 課題なし

【上記評価の理由】

【その他指摘事項等】

121 令和 3:年度 第三セクター等評価委員会の分析・評価

131 分析 日評価結果を受けての対応方針

10 令和 2年度 第ニセクタと等評価委員会の分析 a評価に対する対応状況
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1議  事

/

本

1 法大会計事業

い

ヽ

事 業

5月 21日

6月 2日

令不日3年
3月 23日

平成31年度事業実施結果・収支決算及び

第12固定時評議員会(書司 開催について、

評議員、役員の改選について審議

理事長 (代表理事)、 副理事長、常務理事

の選定について審議

令和3年度事業計画 (案)・ 収支評算(案 )

審議

‐ 1 理事会

第22回
【定例・書面】

第23回
【臨時・書面】

第24回
【定例】

評議員の辞任に伴う補欠選任

平成31年度事業実施結果・収支決算及び

評議員、役員の改選について審議

令不□2年度事業計画、収支予算等につ

しヽて報告

2 評議員会

第11回
〔臨時・書面】

第12回
【定時・書面】

4月 1日

6月 2日
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2.
(1)

ノ
ム
｀
盃 目的事業

わかもの等定住促進サポート事業

頂 目 内   容

地域の雇用環境を整備し、若者の地元定苦やU・ |タ ーンのl足進を図るため、ハロー

ワーク・市・商工団体など関係機関と連携しながら各種事業を行う。
1事業目

実施時期 実施拭況事業項目 (実施場所等)

3局末現在登録者撫  74名

(うち2年度新規登録者数 31名 )

年間発送 (提供)件数  663件

内訳

31年3月 卒 (再調査始)27名

2年3月卒      52名

1回答率 50.6%
・ 就職 38名
(上越地域11名 県内6名 県外18名
不明3名 )

。していない 2名

就職率 48.1%

者 79名

大学    247校   860名

短大 。高専 33校   87名

専門    178校   574名

∪・ Iタ ーン希望者の地元就職促進事業

大学等進学者への就職情報の提供

22年 3月卒高校卒業者進学先リストの作成

情報提供

登録者 (卒業後の)就職状況

1

2月

4年生は毎

1.2年生は四
半期毎に1回

月 (短大は毎
月)

8月 21日

3月 17日

コロナ感染拡大防止のため取りやめ

参加人数 84名
参加企業

157社
、宮公庁4団体

参加人数 90名
参加企業 87社、宮公庁7団体

コロナ感染拡大防止のため取りやめ

コロナ感染拡大防止のため取りやめ

コロナ感染拡大防止のため取りやめ

2実

H 新規学校卒業者の地元就職、定香促進事業

1 未内定者等の就職面接会

高校生応募前企業説明会

大卒等合圃企業説明会 (デ ュオ・セレッy)

昨年度実施予定分

大卒等合圃企業説明会 (デ ュオ・セしッソ)

2 新規学校卒業就職者の就ret後のフォロー

がんばれニューフェイス2020(糸魚川市)

新しい社会人を励ますつとい(上越市)

がんばれニューフェイス(妙高市)

3 職業講習事業

ノヽソコン講召 (人材ハイスク司け

定員人数を20名から司6名に減らして実施

9月 29日～
10月 8日

受講者

就職数

就職率

16名

5名

31.3%



10月 13

10月8

2月 18

61名 企業類 20社
10名
45名 企業数 16社

5名

コロナ感染拡大防止のため取りやめ

Ⅲ その他の事業

1 第1回障害者向け面装会

(上越動労身体障害者体育館)

第2回障害者向け面接会

|      (上 越市観光物産セツター)

2 関連機関連携会議の開催等

自立支援ネットワーク実務担当者会議

自立支援ネットワエク実務担当者会議

業 実

期
令和2年4月 1日から令和3年3月 31日 (12ケ月)

4実施

新潟県雇用環境整備財団    ‐

上越市本町3と4-1(センバンピル3F)
電話 i025-526-3310 FAX:025-526-3319

公盃財団法人

6事 業

7特記
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(2)上越地域若者サポートステーション事業  (国受託事業 〉

項  目

若年驚業者等が充実した職業生活を送り、我が国の1晋来を支える人材になる
よう、「地域若者サポートステーション」において、地方公共団体と協働し、
職業的自立に向けた就労支援を実施することを目的とする。      、f

相談支援事業

(1)基盤的支援メニュー

就労塀秒世歩F爆詩企里衰あ面後覧睾
ヨ

グ レ)

本目諜会の対
援を行う

応 を通 じて 就職活動の実施に

支

具体的には
ア 基本プログラム   i
①動機付けに関するメニュー
・職業講講 ・就職者による体験談講話
②自己を知ることに関するメニュー
・職業適性検査  ・自己理解の促進 I自信回復
・コミュニケーション能力の向上 ・生)舌習慣の改善
・身だしなみ
③職業の世界を知ることに関するメニュー
i目哉場見学 ・就ガ体験

イ 高校中退者等のアウトリーチプログラム

?…

橿警讐憂毒豊碧患廷蓋羅響舌電詈撃われる福祉
としたうえでアウトリーチを

積極的に実施する。

(2)実践的支援メニュー

基盤的支援メニューの成果を踏醸乙法銀議壱蕎5た茎垂シ|    アコンサルタントによる、より実,

ログラムを実施するとともに、就職後の定着・ステうプアッ
プのためのフォローアップ支援を実施する。
具体的には

手:鍵草宮号きヨ:写子貢雪≡号至蜃妻法目愁籍
実践的なスキルの習得、職場環境への適合を支援

ウ 定書・ステップアッププログラム
就職者に対して、キャリアコンサルティングを実施

して、その職場での定書を支援、またキャリアアップ

窪緊程琴ぞ疋言岳言怪緊誌悪早李け勢惨観醒垂縫夢懲。

3事業実施期間 令不□2年4月 1日 から令不日3年3月 31日 (12ヶ 月 )

4実 施体制

総括コーディネーター
キャリアコンサルタント
相歌支援員
情報管理員
本国議支援員
相談支援員

非常勤 2名

総員6名 常勤 4名 内訳

5実 績
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上越地域若者サポエトステーション
上越市寺町2r20il

「  上越市福祉交流プラザ内
電話 i025-524-3185 FAX ro25-524-3285

(体制贅
(活動事務資
(一般管理費
(消費税

9!573,430円)

691,684円 )

14L183円 )

1041.229円 )

i j

ヽ

ヽ
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(3)若年自立就労支援業務事業 く上越市受託事業〉

内   容項  目

1事業目的
ニート・ひきこもり等の状態にある若年無業者に対し、カウンセリングや就労支

援に関する事業を行うことで、社会性の回復を図り、若者の就労・就学を目指す。

① 地域における若者支援機関等によるネットワークの構築及び維持 (上越地
功若者自立支援ネットワーク会議のうち実務担当者会議の運営)

② 議床,い理士等によるカウンセリング
③ 職業意識の啓発を図る。

・ ジョブトレーニング
「l動 く」体験を通し、気づきや更なる意欲の向上を促すために、
協力事業所等における短期間での職業体験等を行う。

. 標襲薯理蕗豪と壱楚ε鷲写
よる職業意識の開発

オーを開催して支援対象者への接し方、
接する上での悩み対応等、隊要な支援を適時行う。

2 事業内容

令和 2年4月 1日～令和 3年3月31日 (12ヶ月)

:4職員の配置 | 11月より上越市産業政策課日員1名が嚇要に応してプログラム実施等に従事

5実績 別紙のとおり

6事務所所在地

公益財団法人 新潟県雇用環境整備財団
上越市本町3丁目31(セ ンアヽンビル 3F)
蕉塙舌:025-526-3310 FAX:025-526-3319

上越地馘若者サポートステーション _

上越市寺町2-20-1
上越市福祉交流プラザ
電話 :025-524-3185 FAXi025-524-3285

7事業費
1,510,361円 (諸経費

(消費税
1,373,055円 )

司37i306円 )

8特 記事項
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令和 2年 4月 ,日 から令和 3年 3月 31日 (決算)ま で

Ｐ
ヽ

合   計

1,638,440

1,600,840

37,600

6,796,994

6,781,894

,5,〕 00

20,670,6501

20,670,650

128,802

128,302

27,448,997

,7,67J,627

2,085,948

64,514

36〕 ,753

333,850

弯83,859

459,580

],398,573

746,412

64,56ユ

451,460

60,

〕,574,802
131,781

9,6,

74,919

264,000

9,073

294,365

1,S29,955

401,840

80,741

6,]12

22,500

194,7〕 3

77,770

85,800

37,224

39,768

】39,063

396,000

22,250

朗19?81952

25S 934

0

2こう.934

1,638.440

,,600,840

37,600

0

0

128,802

.   128,802

1 767.242

],529,955

40,,840

80,7コ 】

6,112

22,500

,9`,713

77,770

35,890

37,224

39,768

130,063

396,000

22,250

iェ _勢.4取

′lヽ

, Sa

全3

1を きB:童 身女【事央I小 計 I法 人 会 弘

0 0 〕,638,440

1,600,840

37,600

06,796,994

6,78ユ ,894

15,ユ 00

20,670,650

20,670,650

0

〕,510,361

】,310,361

0

0

ユ28,802-

12Aょ 802

1 |:SIる _361 1  
′
     27、 るも″i644 i        l'76?(242

,,5,0,361 27.448,997

17,671,627

2,086,948

64,S14

361,753

333,850

483,859

459,S80

1,398,573

0

37,080

9,722

146,860

122,950

20,130

370,409

130,660 746,

64,56ユ

45,,460

60,960

1,574,802

:31,781

916,960

74,919

264,000

9,073

294,365

0

263,060

60,960

223,630

74,

1,529,955

101,840

80,7411

6,1]2

22,500

194,7,3

77,770

85,800.

37,224

39,768

139,063

396,000

22,250

“

だと174

II SJO,3Sユ  1        27.448!997 1 上る29.955
Or 18.6471 2B7Ⅲ 287

01 01
ol‐      どと、:64?i 237_287

1 I

Z曽 憲をサ求ステJi(寃 盈

0

タ

7

706,

706,

763

763

0

■珈076

7,706,763

5,3】 2,000

568,051

5,214

275,724

30,02】

197,お 50

10,053

30,000

602.738

528,330

147,182

0

|      マ 706 ,63

0

0

0

O

0

11,453,526

11,453,526

0

〕ユ,453,526
8,365,967

1,208,363

729,221

31,

972,

147,183

0

ユ.4酪
`526

公

われもの写逮色程[fポー
I

6,796,994

o,781,894
15,100

0

0

応`79d994

61773,347

3,994,560

309,534

22,220

76,307

187,000

330,888

242,000

298,952

565,752

22,880

158,400

131,781

165,000

264,000

9,073

0

8r?イ 8134?

18Ⅲ 647

0

18 6コ 7

科 目



令和 2年 4月 二日から令和 3年 3月 31日 (決算)まで

Ｐ
ｕ

合   計

538,894,176

0

(l

255,934

538.638 24

538.894.1761

0

0

0

′Jヽ    計

11l S42_247

0

0

237.28

111.779.534

0

111.779.534

法 人 会 計

0

0

0

2371287

llI,542,247

1■ ,77劣 S34

O

0

0

111_779_534

′lヽ

0

】

42盈 114.64

0

|=;白 ti冴 貫ユ
=

(

0

0

0

0
0

地粽すなすポ

'テ

1案 (実歳,

0

0

0

0

0

(

0

竜常
==サ

イステ事案(こ 1)

0

0

〈

0

(l.

つかもの尋EE程〔サ下―卜手兵|

0

181647

0

0

427.095.995

427.114,642

0
10

0

目科

経 常 外 収 益 計

経 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計

当 翔 経 常 外 増 減 額

当夕,一般玉味財産増減額
一般正味財遷期首残高
一般正味財産期末残高

工指定正味財産増減の部

当ア胡指定正味財産増減額

指定正味財産翔首残高

指定正味財産期末残高



合  計  :法 人 会 `計 !内 部 取引等 消去1公 益 目 的 事 業

4,041,472

128,802

0 18,246,418

165,163

14,204】 946

36,301

41170,274 0 18,411,5sl14,241,307

,99,662,990,鶏 郎 2,000
991662,00010 9比 662,000 0:

399,eC5,000

0008,000,990

‐      399,865,000

.10,999.900
0 422,365,000414.‐ 865ュ 000 S,,900,000

107.662.000 0 522,527,090414,80S,000

獅 3:307 lll,832,274 0. 54吼 988,losI´

50,220

2.520

1,971,551-1,921,331

52_740 0 .      ‐ 2,044}4051,991)005.~す
00五 む65 52,740 0 .郷14,‐40写―

0 538,894,176111,779,534
-   427.114,642

0 538,894,176642 111,779,534

540,933,581…  …  111,832.274 0.4?9,i10e,‐

'97

基 本 財 産 k
投 資 有 ´価 証 券

券

四

計

産

　

　

計

計

計

証
弟資価第弟弟合

財定申期資資産

学特投定韓韓資

一 般 正 味 財 産

現

未

金

金

計

計

産流 動 資

金

債Ⅱ

流

計

負

　

未

預

A

の 部Ⅲ 正 味 財 産

び 正 味

金

金

合

産 合

計

産

預

　

合

収

産

資
流 動 資

固  定

債

都
　
　
　
　
合

の
負

払

り

債．鞭
債

魏流

負

正 味 財 産

令和 3年 3月 31日 現在 (決算)
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法人名 :

|

令和 3年 3月 観 口現在 鞠

場 所 ど物 亘 等 11{定
i 

用  目 ・
的  等貸 借 対 照 表  1科I II旦 !

t()41,472

1,咄 999

lα 7∞,000

1,曜 870

島昭

1     165,163
吼 れ五酪1

第超高田言葉部に1682501
年四高H官表部に136S387
第四高田営表部に1680163
第四高田言葉部に2053101
毎田高側言葉部h'053207

(

収

党 鋭 000

魏 弱 000

23,咄 0∞

(固 定 資 産 )

基 本 財 産

四
一

証 券

投 資 有 価 証 券

投 資 有 価

定  翔 : 第

特 定 資 産

磁 班 Oω
定 資 産 合 計  _

1,971,551

2854‡‐
(

払

金

未

動 負 債 )

正

/
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財

新潟県雇用環境整備財団

とこ 対 る 注 記

法人名 :公益財団法人

事業名 :事業全体

1.重要な会計方針

(1)会計方針
「公益法人会計基準J(平成20年 4月 H口 平成21年 10月 16日 改正 内閣府公益認定等

委員会)を採用 している。

(2)有価証券の評価基準及び評価方法

1.満 期保有目的の債権  償却原価法によつている。

2。  その他の有価証券

①時価のあるもの   期末 日の市場価格等に基づく時価法によつている。

②時価のないもの   移動平均法による原価法によつている。  .

(3)リ ース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係 る方法に準じた会計処理によつている。

(4)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によつている。            ⌒

2.基本財産及び特定資産の増減額みびその残穣
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとお りである。

3.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位

当デЛ増加額 当期減少額 当期末残芹科  日
~前

郷末残高i

37,600 0 99,662,00(基本財産投資有価証券 99,o24,400
37,600 0 99,662,90(′」、   計 99r e211 40(

15,ユ OC 0 399,80S,00〔特定資産投資有価証券 o99,849,909
1.5,109 ユ99,865,001399,849,900

(
'1  0 :      Z3,000,00(

1特走
~資

産定期預金
~    231000,000

522,474,300 52,70( 0 :     522,527,00C合   計

4,171,

03,710,

116,277,

89,850,

104,880,

3,7

16,412,

△10,149,

4,880,

99,865,

100,000,

100,000,

国 債 第122回利付国債

4回 日本航空 (株)社債

20回 (株)光通信社債

フ ド

8,889,
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監 査 報 告 書

令不日  3年  5月  6日

公益財団法人 新潟県雇用環境整備財画

、  理事長 高 橋 信 雄

監

　

監

殿

事項ラク紗 )9芽籐攀i

鰺ゑ
ヽ

なヽ

丁件
事

私たち監事は、当財回の令和 2年 4月 1日 から令和 3年 3月 31日 までの令和 2年度

の理事の職務の執行について監査を行いましたので、一般社団法人及び一般財団法人に

関する法律第 99条第 1項 (同法第 197条 において準用する第 99条第並びに公益社団

法人及び公益財団法人の認定に関する法律施行規則第 33条第の規定に基づき本監査報

告書を作成 し、以下の通 り報告いたします。

1 監査の方法及びその内容

へ私たち監事は、、理事及び使用人等士意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境

の整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席 し、理事等からその職務

の執行について報告を受け、重要な決裁書類を閲覧し、業務及び財産の状況を翻査

しました。                           .
以上の方法によつてて当該年度に係る事業報告及びその附属明細書を監査 しまし

た。

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の議査を行い、当該年度に係 る計算書類

及びその附属明細書及び財産目録等についても監査 しました。

2 監査の結果

(1)事業報告等の監査結果              イ

①  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、当財団の状況を

正 しく示 しているものと認めます。

②  理事の職務の幸九行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムの整備に関する理事会決議及びその体制下の理事の

修 )計   鵜 罐 詠 魏 目録等嘘 査繰  /
計算書類及びその附属明細書並びに財産 目録等は、当財団の財産及び損益の

状況をすべて重要な点において適正に表示 しているものと認めます。
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C:

令和 3年度

事業計 圭
申

ノム`益財団法人 新潟県雇用環境整備財団

■

■

■

■

20



1 法人会計事業実施計画

事 業 篭 実施時期 地区・ 場所 事  業( 内  容

I 総含夢業

1定例理事会 年2回

(5,3月 )

上 越 市 内 5月 25日
・ 令不□2年度事業実施結果・鮮又支決算

報告等を審議

3月

令和4年度事業計画 (案)・ 鮮又支手

算 (案)等を審議

2定時評議員会 6月2日 上 越 市 内 令不□2年度事業実施結果 ,収支決算

報告等を審議
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2.公益目的事業

(1)わかもの等定住促進サポー ト事業実施計画

項  目 内   容

1事業目的
地域の雇用環境を整備し、若者の地元定着やU・ Iターンの促進を図るため、ハ

□―ワーク・市・商工団体など関係機関と連携しながら各種事業を行う。   
・

2事業内容

|

実施時期 場所・ 対象

I U。 |タ ーン希望者の地元就職促進事業

1 大学等進学者への就職情報の提供

2 上越地域外大学等進学先リス トの作成

年間 上越地域外進学者登録
数100名

年 1回 (4～ 5月 ) 進学者

Ⅱ 新規学校卒業者等の地元就職、定着促進事業

1 高校生応募前企業説明会

大卒等合同企業面接会

2 新規学校卒業就職者の就職後のフォロ■

3 職業請習事業

パソコン請習

年1回 (7月 )

年1回 (3月 )

上越市 企業数100社
参加者600名

企業数 90社/回
参加者 100名/回

年2回 (4月 )
主翌市
糸魚川市
(妙高市は◆年度中止)

年 1回 (10月 ) 人材Aイスク→♭ 20名

Ⅲ その他の事業

1 障害者向け面接会

2 関連機関連携会議の開催等 年2回 (4(10月 )

3事 業実施期間 令和3年4月 1日から令和4年3月 31日 (12ヶ月)

4実施体制 事務局長 1名

5事 務所所在地
公益財団法人 新潟県雇用環境整備財団

上越市本町3-4-1(センバンビル 3F)
電証#025-526-3310 FAXi025-526-3319

6 概算事業費
及び人件費

(管理費 5,552,OOO円 )

(事業費 司,128,OOO円 )

ラ算額 6,680,OOO円

7特 記事項

22



(2)上越地頭若者サポートステーション事業 (国受託事業〉実施計画

頂 内   容

1事業目的
若年無業者等が充実した職業生活を送り、我が国の将来を支える人材になるよ

う、「地域若者サポートステーション」において、地方公共団体と協働し、職業
的自立に向けた就労支援を実施することを目的とする。

2事業内容

相談支援事業

(1)基盤的支援メニュー

就労相談や生活相談、コミュニケニシヨン訓練、軽作業、
グループワーク、協力企業への職場見学、保護者からの個別

i     帽談への対廟を通じて、就職活動の実施に向けた準備段階の
支援を行う。
具体的には      '
ア 基本プログラム
①動機付けに関するメニュー
・職業請話 ・就職者による体験談請話
②自己を矢□ることに関するメニュー
・職業適性検査 ・自己理解の促進 。自信回復
・ コミュニケーション能力の向上 ・生活習慣の改善
・身だしなみ
③職業の世界を矢□ることに関するメニュー

・珊場見学 ・就労体験        
…

イ 高校中退者等のアウトリーチプログラム
ウ 福祉機関等へのアウトリーチ (出張相談)

・40歳代無業者等のf情報を持つていると思われる福祉
機関等との関係性を構築したうえでアウトリエチを
積極的に実施する。   :

(2)実践的支援メニュー

基盤的支援メニューの成果を踏まえ、相談支援員・ キャリ
アコンサルタントによる、より実践的な就職に向けた支援プ
ログラムを実施するとともに、就職後の定着・ステップアッ

‐  プのためのフォローアップ支援を実施する。
具体的には
ア キャリアコンサルティングプログラム
・就職活動方法等に関する専門的な相談・個別指導
・就職支援セミナー ・ハローワークヘの同行訪間

イ 職場体験プログラム
実践的なスキルの召得、職場環境への適合を支援

ウ 定着・ステップアッププログラム
就職者に対して、キャリアコンサルティングを実施

して、その職場での定着を支援、またキャリアアップ
を図る事ができる者に対しては本格的な知識、スキル
を取得するための中長期的なキャリア形成を支援する。

3事業実施期間 令不B3年4月 1日から令不□5年3月 31日 (24ヶ月)

4 実施体制

総員6名 常勤 5名

非常勤1名

内訳 総括コーディネーター

キャリアコンサルタント
相談支援員
相談支援員 (新規採用ラ定)

情報管理員
相談支援員
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5

目標値

脇

,7尤輔寺率
(若年無業者等 )

60% 新規登録者件数 100件

′▼尤爛寺率
(40歳代無業者 )

35% 就職等件数 60件

定着率 69% 進路決定件数 (就 1哉以外) 101牛

利用者満足度 90%

6事務所所在地

上越地域若者サポートステーション
上越市寺町2-20il
上越市福祉交流プラザ内
電話 :025-524-3185 FAXi025-524-3285

概算事業費
及び人件費

7 (1か年度)

隅 毬

祖談支援
事業

基盤的支援メニュー

(体制費
(活動事務費
(一般管理費
(消費税

10,538,131円 )

548;951円 )

147,H45円 )

1,123,422円 )

実践的支援メニュー

(体制費
(活動事務費
(一般管理費
(消費税

6,212,238円 )

1,398,840円 )

147,145円 )

775,322円 )

合計  20,891,694 円
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(3)若年自立就労支援業務事業 く上越市受託事業 〉実施計画

頂 目 内   容

1事業目的
エート等の状態にある若年無業者に対し、カウンセリングや就労支援に関する

事業を行うことで、社会性の回復を図り、若者の就労を目指す。

2事業内容

①
②
③
④
⑤

⑥

地頭における若者支援機関等によるネットワークの構築及び維持
市が実施する事業等との連携に関すること         |
ジョブトレ‐ニング等との連携に関すること
臨床心理士等によるカウンセリングに関すること
職業意識の啓発を図る、若年者及び保護者向けセミナー、請演会等の開催
に関することなど
その他、地域若者サポートステーション事業に関して、地域の実績に応じ
て隊要な業務

3事業実施期間 令和3年4月 1日～侑和4年3月 31日 (12ヶ月)

4職員の配置 な し

5事矛ヵ女所所在地

上越地域若者サポートステーション
上越市寺町2-20-1
上越市福祉交流プラザ内
電言舌:025-524-3185 FAXi025-524i3285

6 概算事業費
及び人件費

予算額  1,614,800円 (諸経費
(消費税

1,468,OOO円 )

146,800円 )

7特 記事項
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年
1度

不日3〈
「

収支ラ算書

ノム`益財団法人 新潟県雇用環境整備財団
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令和 3年度  収支予算書

令和 03年 04月 01日 か ら令和 04年 03月 31日 まで

(単位 :円 )

子4  目 法人套附 合 E十わかもの

'定住,I工 |

雪者,本 工,
と豊0う 支援

(日 )

者者 ,ホ ス,

実段 a樹 交観

(国 )

者者自立
■労支猥
(■薄市)

共 通 小 針 ′■1 共 基
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